
議第 13号議案

新たな大都市制度である「特別自治市」創設に関する決議

新たな大都市制度である「特別自治市」創設に関し、次のとおり提出する。

平成 23年 12月 16日提出

大都市行財政制度特別委員会

委員長山田一海
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新たな大都市制度である「特別自治市 J創設に関する決議

横浜市は 1859年の開港以来、国際都市として日本の近代化を 牽 引するととも

に、貿易立国日本の物流や生産の拠点として日本経済の発展を支え、現在 369万

人の人口を擁する日本有数の大都市として、港湾、道路、地下鉄、上下水道など

の都市インフラの整備を行い、基礎自治体の機能のほかに圏域の中枢都市として

広域的な機能もあわせ持っている 。

我が国は東日本大震災の影響から 一 刻も早く立ち上がらなければならない状

況にあり、加えて、経済活性化、環境問題やグローパル化への対応などの課題に

スピード感を持って果敢に挑戦するために、本市のような大都市がダイナミック

な経済活動を生み出す役割を果たすことが求められている 。

大都市がさらにその能力を十分に発揮できるよう新たな大都市制度を創設す

ることは、横浜市のような大都市のためだけではなく、日本という国のあり方を

示すことにつながるものである。

しかし、現在の指定都市制度では、日本の成長を牽引する都市力を有する横浜

市のような大都市であっても基本的には一般市と同じ枠組みの中で一 部特例的な

扱いをされているにすぎず、指定都市は府県にかわって多くの 事 務を行っている

にもかかわらず、それに対して必要な財源も措置されていない。 さらに、大都市

は、市民・地域ニーズに的確に対応する行政サービスのきめ細やかな提供や、市

民参加、協働による市政運営の推進が課題となっている 。

このような問題を解消し、また、多様な行政ニーズに対応しながら大都市が総

合的、自立的に行政運営を行い、さまざまな行政課題を迅速に、効率約に解決す

ることができるよう地方分権を進めていくことが、横浜市が目指す新たな大都市

制度の目的である 。

よって、横浜市議会は、大都市の規模や歴史、都市圏域での役割を踏まえた

新たな大都市制度である「特別自治市」の創設を強く要望する 。

以上、決議する 。

平成 23年 12月 16日

横浜市議会
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運営理事 会協議結果

平成23年 12月8日

【協議項目】

議第13号議案の取り扱い

【協議結果】

項目 取 扱い

上程 日 1 2月16日(金)の本会議

2 提案理由説明 省略

3 議案関連質疑 省略

4 常任委員会付託 付託しない

5 討論 通告に応じて実施


